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4．地域の持続性 

概要 

漁業生産の状況(4.1) 

 ニギス日本海系群は、石川県・兵庫県の沖合底びき網漁業 1 そうびき(かけまわ

し)(以下、沖底)及び石川県・新潟県・島根県の小型底びき網漁業(以下、小底)で大部

分が獲られている。漁業収入のトレンドは中程度を示した(4.1.1.1 3 点)。収益率と漁

業関係資産のトレンドについては、全国平均値の個人経営体のデータを用いた結果、

4.1.1.2は 5点と高く、4.1.1.3は 2点とやや低かった。経営の安定性については、収入の

安定性、漁獲量の安定性ともに 4 点と高めであり、漁業者組織の財政状況も 4 点とや

や高かった。操業の安全性は 5 点と高かった。地域雇用への貢献は高いと判断された

(4.1.3.2 5点)。労働条件の公平性については、漁業で特段の問題はなかった(4.1.3.3 3

点)。 

加工・流通の状況(4.2) 

 買受人は各市場とも取扱数量の多寡に応じた人数となっており、セリ取引、入札取

引による競争原理は概ね働いている(4.2.1.1 4 点)。取引の公平性は確保されている

(4.2.1.2 5 点)。関税は冷凍は基本が 3.5%であるが、各種の優遇措置を設けている

(4.2.1.3 3 点)。卸売市場整備計画等により衛生管理が徹底されている(4.2.2.1 5 点)。

仕向けは鮮魚と加工食材である(4.2.2.2 4 点)。労働条件の公平性も特段の問題はなか

った(4.2.3.3 3 点)。以上より、本地域の加工流通業の持続性は高いと評価できる。 

地域の状況(4.3) 

 先進技術導入と普及指導活動は行われており(4.3.1.2 5 点)、物流システムは整って

いた(4.3.1.3 5 点)。地域の住みやすさは全体平均で 3 点であった(4.3.2.1)。水産業関係

者の所得水準は中程度である(4.3.2.2 3 点)。漁具漁法及び加工流通技術における地域

文化の継続性は高い(4.3.3.1 及び 4.3.3.2 5 点)。 

 

評価範囲 

① 評価対象漁業の特定 

 沖底(石川県・兵庫県)、小底(石川県・新潟県・島根県) 

② 評価対象都道府県の特定 

 新潟県、石川県、兵庫県、島根県 
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③ 評価対象都道府県に関する情報の集約と記述 

 評価対象都道府県における水産業並びに関連産業について、以下の情報や、その他

後述する必要な情報を集約する。 

1） 漁業種類、制限等に関する基礎情報 

2） 過去 11 年分の年別水揚げ量、水揚げ額 

3) 過去 36 か月分の月別水揚げ量と水揚げ額 

4) 過去 3 年分の同漁業種 5 地域以上の年別平均水揚げ価格 

5） 漁業関係資産 

6） 資本収益率 

7） 水産業関係者の地域平均と比較した年収 

8） 「住みよさランキング」(東洋経済新報社 2021)による各都道府県沿海市の住みよさ

偏差値 
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4.1 漁業生産の状況 

4.1.1 漁業関係資産 

 

4.1.1.1 漁業収入のトレンド 

 ニギスの漁業種類ごとの漁獲金額は公表されていないことから、県ごとのニギス類

の漁業産出額(農林水産省 2012～2021)に、ニギス類総漁獲量に占める評価対象漁業の

漁獲量の比率を乗じることで求めた。漁業収入のトレンドは最近 10 年間(2010～2019

年)の漁獲金額のうち上位 3 年間の平均値と直近年(2019 年)の比率で評価した。結果は、

沖底(石川県)：59%(2点)、沖底(兵庫県)：58%(2点)、小底(新潟県)：46%(1点)、小底(石

川県)：120%(5 点)、小底(島根県)：56%(2 点)となった。これらから 2019 年漁獲量で重

み付けした平均点を漁業種類別に求めると沖底(石川県、兵庫県)は 2 点、小底(新潟県、

石川県、島根県)は 3.0 点、全体では 2.6 点となった。このため、全体の評点は 3 点とす

る。  

1点 2点 3点 4点 5点 
50%未満 50-70% 70-85% 85-95% 95%を超える 

 

4.1.1.2 収益率のトレンド 

 漁業経営調査報告には、漁業種類別かつ都道府県別のデータはないため、漁業種類

別のデータを用いて分析を実施する。漁業経営調査のうち主とする漁業種類別統計を

用いて 2014～2018 年の(漁労利益／漁業投下資本合計)の平均値で評価する。石川県の

沖底はすべて 20トン未満であり、小底の個人経営体統計の 10～20トンのカテゴリーデ

ータ 100%を使用し、5 点を配す。兵庫県の沖底では主に 50～100 トンクラスの漁船を

使用しており、沖底は個人経営体統計及び会社経営体統計の 50～100 トンのデータ

98%(5点)、-0.5%(1点)を平均し 3点を配す。小底は個人経営体統計の 3～5トン、5～10

トン、10～20トンのカテゴリのデータ 160%、84%、100%を使用し 5点を配す。漁業種

類別漁獲量により加重平均し、5 点を配す。  

1点 2点 3点 4点 5点 

0.1未満 0.1-0.13 0.13-0.2 0.2-0.4 0.4以上 

 

4.1.1.3 漁業関係資産のトレンド 

 漁業経営調査報告には、漁業種類別かつ都道府県別のデータはないため、漁業種類

別のデータを用いて分析を実施する。漁業経営調査を用いて過去 10 年間のうち最も高

い漁業投下固定資本額の 3 年間の平均値と直近年で比較して評価する。石川県の沖底

はすべて 20トン未満であり、小底の個人経営体統計の 10～20トンのカテゴリーデータ

55%を使用し、2 点を配す。兵庫県の沖底では 50～100 トンクラスの漁船を使用してお
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り、沖底は個人経営体統計及び会社経営体統計の 50～100 トンのデータ 64%(2 点)、

41%(1 点)を平均し 2 点を配す。小底は個人経営体統計の小底(3～5 トン、5～10 トン、

10～20トン)を用い、34%で 1点、61%で 2点、55%で 2点となり、平均値 2点を配す。

すべての漁業種とも 2 点なので、2 点を配す。  

1点 2点 3点 4点 5点 

50%未満 50-70% 70-85% 85-95% 95%を超える 

 

4.1.2 経営の安定性 

4.1.2.1 収入の安定性 

 ニギスの県別漁業種類別漁獲金額は 4.1.1.1 同様、ニギス類の漁業産出額×対象漁業

でのニギス類漁獲量／ニギス類総漁獲量で求め、最近 10 年間(2010～2019 年)の漁獲金

額の安定性を評価した。対象漁業の 10 年間の平均漁獲金額とその標準偏差の比率を求

めたところ、沖底(石川県)：0.09(5点)、沖底(兵庫県)：0.27(3点)、小底(新潟県)：0.21(4

点)、小底(石川県)：0.40(2 点)、小底(島根県)：0.18(4 点)となった。これらから 2019 年

漁獲量で重み付けした平均点を漁業種類別に求めると沖底(石川県、兵庫県)4.6、小底

(新潟県、石川県、島根県)3.1 となり全体では 3.8 となった。このため、全体の評点は 4

点とする。  

1点 2点 3点 4点 5点 
1以上 0.40-1 0.22-0.40 0.15-0.22 0.15未満 

 

4.1.2.2 漁獲量の安定性 

 4.1.2.1 と同様、県別漁法別ニギス類漁獲量を用いて、本系群の漁獲量の安定性を評

価した。対象漁業の最近 10 年間(2010～2019 年)の平均漁獲量とその標準偏差の比率を

求めたところ、沖底(石川県)：0.09(5 点)、沖底(兵庫県)：0.29(3 点)、小底(新潟県)：

0.22(3 点)、小底(石川県)：0.35(3 点)、小底(島根県)：0.24(3 点)となった。これらから

2019 年漁獲量で重み付けした平均点を漁業種類別に求めると沖底(石川県、兵庫県)4.6

点、小底(新潟県、石川県、島根県)3 点となり、全体では 3.7 点となった。このため、

全体の評点は 4 点とする。  

1点 2点 3点 4点 5点 
1以上 0.40-1 0.22-0.40 0.15-0.22 0.15未満 

 

4.1.2.3 漁業者団体の財政状況 

 石川県及び兵庫県の沖底の経営体は、各地・各種の漁業協同組合に所属したうえで、

石川県底曳網漁業組合または兵庫県機船底曳網漁業協会に所属しており、また両団

体・会は全国底曳網漁業連合会に所属している。各県団体の収支報告は見当たらなか

ったが、全国底曳網漁業連合会の経常利益は黒字であった(全国底曳網漁業連合会ホー
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ムページ)。各県の小底の経営体は、主に沿海漁協に所属している。石川県、島根県の

沿海漁協の経常利益(都道府県単位)は黒字で、新潟県は赤字であった(農林水産省 

2020a)。各県の漁獲量による加重平均により 4 点を配する。  

1点 2点 3点 4点 5点 

経常収支は赤字となってい

るか、または情報は得られ

ないため判断ができない 

. 経常収支はほぼ

均衡している 

. 経常利益が黒字

になっている 

 

4.1.3 就労状況 

4.1.3.1 操業の安全性 

 令和 2 年の水産業における労働災害及び船舶事故による死亡者数のうち、評価対象

漁業における事故であることが特定されたか、もしくは評価対象漁業である可能性を

否定できない死亡者数は、評価対象とする石川県・新潟県・島根県・兵庫県で 0 人で

あった(厚生労働省 2021, 運輸安全委員会 2021)。したがって、1,000 人当たり年間死亡

者数は、4 県すべてで 0人となり、5 点を配点する。  

1点 2点 3点 4点 5点 
1,000人漁期当たりの死

亡事故1.0人を超える 
0.75-1.0人 0.5-0.75人 0.25-0.5人 1,000人漁期当たりの

死亡事故0.25人未満 

 

4.1.3.2 地域雇用への貢献 

 水産業協同組合は主たる事務所の所在地に住所を構えなければならないことを法的

に定義づけられており(水産業協同組合法第 1 章第 6 条)、その組合員も当該地域に居住

する必要がある(同法第 2 章第 4 節 第 18 条)。そして漁業生産組合で構成される連合会

も当該地区内に住居を構える必要がある(同法第 4章第 88条)。法務省ほか(2017)によれ

ば、技能実習制度を活用した外国人労働者についても、船上において漁業を行う場合、

その人数は実習生を除く乗組員の人数を超えてはならないと定められている。以上の

ことから対象漁業の就業者はすべて当該地区内に居住しているとして 5 点を配点する。  

1点 2点 3点 4点 5点 
事実上いない 5-35% 35-70% 70-95% 95-100% 

 

4.1.3.3 労働条件の公平性 

 労働基準関係法令違反により 2021年 4月 27日現在で公表されている送検事案の件数

は、石川県において 7件、新潟県において 18件、兵庫県において 19件、島根県におい

て 7 件であった(すべて他産業)(セルフキャリアデザイン協会 2021)。他産業では賃金の

不払いや最低賃金以上の賃金を払っていなかった事例、外国人技能実習生に対する違

法な時間外労働を行わせた事例等があったものの、ニギス漁業における労働条件の公
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平性は比較的高いと考えられる。以上より 3 点を配点する。  

1点 2点 3点 4点 5点 

一部被雇用者のみ待遇が

極端に悪い、あるいは、

問題が報告されている 

. 能力給、歩合制を除き、被雇用

者によって待遇が極端には違わ

ず、問題も報告されていない 

. 待遇が公平

である 

 

4.2 加工・流通の状況 

4.2.1 市場の価格形成 

 ここでは各水揚げ港(産地市場)での価格形成の状況を評価する。 

 

4.2.1.1 買受人の数 

 島根県には 8 か所の魚市場がある。このうち年間取扱量が 100～500 トン未満の市場

が 2 市場あり、全体の約 6 割が年間取扱量 3,000 トン未満の市場となっている。買受人

数に着目すると、50 人以上登録されている市場は 5 市場、20～50 人未満の登録が 2 市

場、10～20 人未満の登録が 1 市場存在している(農林水産省 2020b)。よって 5 点とする。 

兵庫県には 41 か所の魚市場がある。このうち年間取扱量が 100 トン未満の市場が 6

市場、100～500 トン未満の市場が 15 市場あり、全体の約 9 割が年間取扱量 3,000 トン

未満の市場となっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場は 3

市場、20～50 人未満の登録が 19 市場、10～20 人未満の登録が 12 市場、5～10 人未満

の市場が 4 市場、5 人未満の市場が 3 市場存在している。ただし、これらには瀬戸内海

側の小規模市場のデータも含まれている(農林水産省 2020b)。よって 4点とする。 

石川県には 13 か所の魚市場がある。このうち年間取扱量が 100 トン未満の市場が 1

市場、100～500トン未満の市場が 2市場あり、全体の約半数が年間取扱量 5,000トン未

満の市場となっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場が 6 市

場、20～50人未満の登録が 1市場、10～20人未満の登録が 3市場、5～10人未満が 2市

場、5 人未満の小規模市場も 1 市場存在している。買受人 5 人未満の小規模市場では、

漁獲物の特性によって買受人がセリ・入札に参加しない可能性があり、セリ取引、入

札取引による競争原理が働かない場合も生じる(農林水産省 2020b)。よって 3 点とする。 

新潟県には 18 か所の魚市場がある。このうち年間取扱量が 100 トン未満の市場が 2

市場、100～500トン未満の市場が 4市場あり、全体の約 7割が年間取扱量 3,000トン未

満の市場となっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場は 10 市

場、20～50 人未満の登録が 7 市場、10～20 人未満の登録が 1 市場存在している(農林水

産省 2020b)。よって 5点とする。 

県別漁獲量により加重平均して 4 点となる。以上より 4 点を配点する。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報はない . 少数の買受人が存在する . 多数の買受人が存在す

る 

 

4.2.1.2 市場情報の入手可能性 

 2020 年 6 月 21 日に改正された卸売市場法が施行された。この第 4 条第 5 項により、

業務規程により定められている遵守事項として、取扱品目その他売買取引の条件を公

表することとされ、また、卸売の数量及び価格その他の売買取引の結果等を定期的に

公表することとされた。また、従来規定されていた、「県卸売市場整備計画」に係る法

の委任規定が削除されたことから、これまで各県が作成していた卸売市場整備計画を

廃止する動きもあるが、これまで整備計画で定められていた事項は引き続き守られて

いくと考えられる。各県が作成している卸売市場整備計画では、施設の整備、安全性

確保、人の確保等と並んで、取引の公平性・競争性の確保が記載されている。水揚げ

情報、入荷情報、セリ・入札の開始時間、売り場情報については公の場に掲示される

とともに、買受人の事務所に電話・ファックス等を使って連絡されるなど、市場情報

は買受人に公平に伝達されている。これによりセリ取引、入札取引において競争の原

理が働き、公正な価格形成が行われている(新潟県 2017, 兵庫県 2016, 島根県 2017,石川

県 2011)。評価は 5 点である。  

1点 2点 3点 4点 5点 
利用できる情報

はない 
. 信頼できる価格と量の情報

が、次の市場が開く前に明

らかになり利用できる 

. 正確な価格と量

の情報を随時利

用できる 

 

4.2.1.3 貿易の機会 

 2020 年 10 月 1 日時点でのニギスの実効輸入関税率は基本 3.5%であるが、経済連携

協定を結んでいる国は無税もしくは 1.9%の関税率となっている (日本税関 2020)。以上

より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 
貿易の機会を与

えられていない 
. 何らかの規制により公正

な競争になっていない 
. 実質、世界的な競争市場に規

制なく参入することが出来る 

 

4.2.2 付加価値の創出 

 ここでは加工流通業により、水揚げされた漁獲物の付加価値が創出される状況を評

価する。 

 

4.2.2.1 衛生管理 

 新潟県(2017)では、「第 10 次新潟県卸売市場整備計画」(2017 年 1 月)に則り、県内の
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産地卸売市場及び小規模市場の衛生状態は、県及び市町村が定める衛生基準に照らし

て管理されている。 

兵庫県(2016)では、「兵庫県卸売市場整備計画(第 11 次)」(2016 年 4 月)に則り、県内

の産地卸売市場及び小規模市場の衛生状態は、県及び市町村が定める衛生基準に照ら

して管理されている。また「兵庫県食品衛生管理プログラム」を制定し、衛生管理の

徹底を図っている(兵庫県ホームページ)。 

石川県では、「第 8次石川県卸売市場整備計画」(2006年 11月)に則り、県内の産地卸

売市場及び小規模市場の衛生状態は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理

されている。また金沢市では、「金沢市食品衛生自主管理認証制度要領」を制定し、衛

生管理の徹底を図っている(金沢市ホームページ)。 

島根県では、「島根県卸売市場整備計画(第 10 次計画)」(2017 年 3 月)に則り、県内の

産地卸売市場及び小規模市場の衛生状態は、県及び市町村が定める衛生基準に照らし

て管理されている。また「安全で美味しい島根の県産品認証制度」(愛称：美味しまね

認証制度)を制定し、衛生管理の徹底を図っている(島根県ホームページ a)。 

 各県とも、5年に一度改定される卸売市場整備計画に則り、産地卸売市場及び小規模

市場の衛生状態は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されてきた。ただ

し、2020 年 6 月 21 日に改正された卸売市場法が施行され、従来規定されていた、「県

卸売市場整備計画」に係る法の委任規定が削除されたことから、これまで各県が作成

していた卸売市場整備計画を廃止する動きもあるが、これまで整備計画で定められて

いた事項は引き続き守られていくと考えられる。また、各県とも、食品の安全性を確

保するための自主的管理認定制度を制定しており、県・市町村の衛生基準にもとづく

衛生管理が徹底されている。なお、2018 年 6 月 13 日に食品衛生法等の一部が改正され、

すべての食品等事業者を対象に HACCP に沿った衛生管理に取り組むこととなったた

め、自主的管理認定制度についての取り扱いが変更される場合もあると思われる。以

上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

衛生管理が不十分で問題

を頻繁に起こしている 

. 日本の衛生管理基準を

満たしている 

. 高度な衛生管理

を行っている 

 

4.2.2.2 利用形態 

 鮮度のいいものは刺身が大変美味しい(新潟食品名産図鑑)。脂ののった時期には生

食、焼き物等にしても美味で、ほかに練り製品の材料として使われることもある(JF い

しかわホームページ)。そのほか、メギス（石川県でのニギスの地方名）のだんご汁

(農林水産省ホームページ)。干物、一夜干しや鮮魚(島根県ホームページ b)など、各県

とも鮮魚としての利用と加工食材としての利用があるので 4点を配す。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

魚粉/動物用餌/
餌料 

. 中級消費用（冷

凍、大衆加工品） 

. 高級消費用（活魚、

鮮魚、高級加工品） 

 

4.2.3 就労状況 

4.2.3.1 労働の安全性 

 令和 2 年の水産食品製造業における労働災害による死傷者数は、石川県 4 人、新潟

県 21 人、島根県 10 人、兵庫県 32 人であった(厚生労働省 2021)。水産関連の食料品製

造業従事者数は、利用可能な最新のデータ(令和 2 年)では、石川県 1,292 人、新潟県

3,446 人、島根県 1,261 人、兵庫県 4,670 人であった(経済産業省 2021)。したがって、

1,000 人当たり年間死傷者数は、石川県 3.1 人(4 点)、新潟県 6.1 人(2 点)、島根県 7.9 人

(1 点)、兵庫県 6.9 人(2 点)となる。以上より、漁獲量で重みづけした点数は 2.77 点なの

で、3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 
1,000人年当たりの

死傷者7人を超える 
7人未満6人
以上 

6人未満4人以上 4人未満3人以

上 
1,000人年当たり

の死傷者3人未満 

 

4.2.3.2 地域雇用への貢献 

 2018 年漁業センサスによれば、ニギスを漁獲する各県における水産加工会社数を全

都道府県の加工会社数の平均 155 と比較すると、新潟県 75%で 3 点、石川県 50%で 3

点、兵庫県 158%で 4 点、島根県 84%で 3 点で、各県の漁獲量による加重平均値は 3 点

となる。 

1点 2点 3点 4点 5点 

0.3未満 0.3以上0.5未満 0.5以上1未満 1以上2未満 2以上 

 

4.2.3.3 労働条件の公平性 

 労働基準関係法令違反により 2021年 4月 27日現在で公表されている送検事案の件数

は、石川県において 7件、新潟県において 18件、兵庫県において 19件、島根県におい

て 7 件であった(すべて他産業) (セルフキャリアデザイン協会 2021)。他産業では賃金の

不払いや最低賃金以上の賃金を払っていなかった事例や外国人技能実習生に対する違

法な時間外労働を行わせた事例等があったものの、ニギスに関わる加工・流通におけ

る労働条件の公平性は比較的高いと考えられる。以上より 3 点を配点する。  

1点 2点 3点 4点 5点 
一部被雇用者のみ待遇が

極端に悪い、あるいは、

問題が報告されている 

. 能力給、歩合制を除き、被雇用

者によって待遇が極端には違わ

ず、問題も報告されていない 

. 待遇が公平

である 
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4.3 地域の状況 

4.3.1 水産インフラストラクチャ 

4.3.1.1 製氷施設、冷凍・冷蔵施設の整備状況 

 石川県内の冷凍・冷蔵倉庫数は 33 工場あり、冷蔵能力は 31,698 トン(冷蔵能力を有

する 1工場当たり 991トン)、1日当たり凍結能力 586トン、冷凍能力を有する 1工場当

たり 1 日当たり凍結能力 27.9 トンである(農林水産省 2020b)。 

島根県内の冷凍・冷蔵倉庫数は 77 工場あり、冷蔵能力は 50,405 トン(冷蔵能力を有

する 1 工場当たり 672 トン)、1 日当たり凍結能力 1,567 トン、冷凍能力を有する 1 工場

当たり 1 日当たり凍結能力 25 トンである(農林水産省 2020b)。 

兵庫県内の冷凍・冷蔵倉庫数は 113 工場あり、冷蔵能力は 620,600 トン(冷蔵能力を

有する 1 工場当たり 5,642 トン)、1 日当たり凍結能力 4,149 トン、冷凍能力を有する 1

工場当たり 1 日当たり凍結能力 64 トンである(農林水産省 2020b)。 

新潟県内の冷凍・冷蔵倉庫数は 115 工場あり、冷蔵能力は 113,705 トン(冷蔵能力を

有する 1 工場当たり 1,073 トン)、1 日当たり凍結能力 9,045 トン、冷凍能力を有する 1

工場当たり 1 日当たり凍結能力 112 トンである(農林水産省 2020b)。 

各県とも好不漁によって地域間の需給アンバランスが発生することもあるが、商行

為を通じて地域間の調整は取れている。地域内における冷凍・冷蔵能力は水揚げ量に

対する必要量を満たしている。総合評価は 5 点である。  

1点 2点 3点 4点 5点 
氷の量は

非常に制

限される 

氷は利用できる

が、供給量は限ら

れ、しばしば再利

用されるか、溶け

かけた状態で使用

される 

氷は限られた

形と量で利用

でき、最も高

価な漁獲物の

みに供給する 

氷は、いろいろな形

で利用でき、氷が必

要なすべての魚に対

して新鮮な氷で覆う

量を供給する能力が

ある 

漁港において氷

がいろいろな形

で利用でき、冷

凍設備も整備さ

れている 

 

4.3.1.2 先進技術導入と普及指導活動 

 石川県では、沖底等の全漁業に関することであるが、競争力強化のため氷供給機能

の強化、県産魚の情報発信機能の強化等の新技術が導入されている(石川県広域水産業

再生委員会 2019)。また、国の資源管理指針では自主的措置として、重点的に休漁に取

り組む。兵庫県の沖底については、漁獲物の船内凍結等による付加価値向上、加工業

者との連携による付加価値向上等の新技術が取り入れられているとともに、混獲回避

漁具の使用等による資源管理の推進が普及・指導の対象となり実施されている(兵庫県

地域水産業再生委員会但馬沖合底びき網漁業部会 2019)。以上、両県の沖底では新技術、

資源管理施策の導入に関して県等の指導・普及が行われているため 5 点とする。新潟

県では、小底等のすべての漁業についてであるが、流通販売強化のため急速冷凍冷蔵
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施設の活用、水産物の高付加価値化のための神経締め等の新技術を導入している(新潟

越後広域水産業再生委員会 2019)。また、小底について資源管理指針では、自主的措置

として、重点的に休漁、そのほか体長制限、網目制限を行うとされている(新潟県 

2011)。島根県の小底は、漁獲物の付加価値向上のため、船上秤の導入を行い、漁獲物

の規格化(定貫販売)を行った(島根県地域水産業再生委員会 2014)。また島根県の資源管

理指針では機船手繰り網漁業について自主的な資源管理措置として重点的に休漁を行

うとともに島根県小型底びき網漁業(機船手繰網漁業)包括的資源回復計画(水産庁 2008)

等で取り組んできた漁具の改良(網目の拡大、選択漁具の導入)等についても引き続き

取り組むとされている(島根県 2011)。 

以上、3県の小底では新技術、資源管理施策の導入に関して県等の指導・普及が行わ

れているため 5点とする。すべての県の沖底、小底が 5点であるため全体でも 5点とす

る。  

1点 2点 3点 4点 5点 

普及指導活動が

行われていない 

. 普及指導活動が部分的に

しか行われていない 

. 普及指導活動が行

われている 

 

4.3.1.3 物流システム 

 Google Map により本系群を主に水揚げしている漁港から地方、中央卸売市場、港、

空港等の地点までかかる時間を検索すると、幹線道路を使えば複数の主要漁港から中

央卸売市場への所要時間は遅くとも 2 時間半前後であり、ほとんどの漁港から地方卸

売市場までは 1 時間前後で到着でき、アクセスの良さが評価できる。以上より 5 点を

配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 
主要物流ハ

ブへのアク

セスがない 

. 港、空港のいずれかが近くに

ある、もしくはそこへ至る高

速道路が近くにある 

. 港、空港のいずれもが近くに

ある、もしくはそこへ至る高

速道路が近くにある 

 

4.3.2 生活環境 

4.3.2.1 地域の住みやすさ 

 地域の住みやすさの指標となる、「住みよさランキング」(東洋経済新報社 2021)によ

る住みよさ偏差値の各県沿海市の平均値を用いて評価した。住みよさ偏差値の値は、

新潟県(50.9 点)、石川県(51.9 点)、兵庫県(49.3 点)、島根県(49.7 点)であり、漁獲量によ

る加重平均は 3.48となることから 3 点となる。 

1点 2点 3点 4点 5点 
「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が47以
下 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が47－
49 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が49－
51 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が51－
53 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が53以
上 
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4.3.2.2 水産業関係者の所得水準 

 本系群を漁獲する漁業の所得水準は、小底については、2019 年漁業経営統計調査の

個人経営体調査から、漁労所得をもとに 1 か月当たりの給与に換算すると、小底 3～5

トン 293,167 円、5～10 トン 173,833 円、10～20 トン 530,750 円、上記 3 階層平均で

332,583 円となる(農林水産省 2021)。3 階層平均の数値と 2019 年の企業規模 10～99 人

の男性平均値月給である島根県 330,658 円、石川県 373,050 円、新潟県 342,100 円(厚生

労働省 2020)と比較すると、島根県は 99%で 3 点、石川県は 89%で 2 点、新潟県は 97%

で 3 点となる。県別小底漁獲量で加重平均した評点は 2.6 となるため小底の点数は 3 点

となる。沖底については以下のとおりである。2019 年沖底の持代(歩)数 1.0 の部員 1 人

あたり月給が、兵庫県は 688,554円であった(国土交通省 2020)。これを企業規模 10～99

人の男性平均月給；兵庫県 388,042 円(厚生労働省 2020)と比較すると 177%であり兵庫

県は 5点となる。また、沖底の「船長・職員」については持代(歩)数が 1.34となってい

る(国土交通省 2020)ため、月給は兵庫県 922,662円となる。2019年民間給与実態統計調

査結果；第 7 表企業規模別及び給与階級別の給与所得者数・給与額(役員)(国税庁 2020)

によると、全国の資本金 2,000 万円未満の企業役員の平均月給与額は 485,333 円となっ

ており、沖底の「船長・職員」の月給はこれの 190%となり 5 点となる。このため兵庫

県の沖底は全体で 5 点となる。一方、石川県の沖底はすべて 20 トン未満であるため漁

業経営調査の個人経営体調査の小底 10～20 トンの値を使用した。小底の月当たり漁労

所得 530,750円(農林水産省 2021)と 2019年の企業規模 10～99人の男性平均月給 373,050

円(厚生労働省 2020)の比は 142%となることから石川県の沖底は 4 点となる。県別沖底

漁獲量で加重平均した評点は 4.2 となるため沖底の評点は 4 点となる。沖底、小底を込

みにして県別漁業種類別の評点を漁獲量で加重平均すると 3.3となるため全体の評点は

3 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 
所得が地域平

均の半分未満 
所得が地域平

均の50-90% 
所得が地域平均

の上下10%以内 
所得が地域平均

を10-50%超える 
所得が地域平均を

50%以上超える 

 

4.3.3 地域文化の継承 

4.3.3.1 漁具漁法における地域文化の継続性 

 本系群の主要漁法である底びき網漁業の歴史は古く、ニギスについては少なくとも

1904 年には富山湾東岸において瀬引網(手繰網の一種)によってまとまった漁獲がなさ

れていた(岸上 1904)。1950 年代には秋田県から島根県にかけて中型底びき網が主要な

漁法であった(渡辺 1956)。現在でも日本海沿岸では底びき網による漁獲が大半を占め

ており(吉川ほか 2020)、評価対象地域に特徴的・伝統的な漁具漁法が継続されている

といえるため 5 点を配点する。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

漁具・漁法

に地域の特

徴はない 

. 地域に特徴的な、あるい

は伝統的な漁具・漁法は

既に消滅したが、復活保

存の努力がされている 

. 地域に特徴的な、あるいは

伝統的な漁具・漁法により

漁業がおこなわれている 

 

4.3.3.2 加工流通技術における地域文化の継続性 

 新潟県では鮮度のいいものは刺身が大変美味であるが、天ぷら、塩焼き、フライ、

一夜干しでもよい(新潟食品名産図鑑ホームページ)。 

石川県ではつみれ汁、煮つけ、フライ等で食べられるほか、練り製品の材料として

使われることもある。脂ののった時期には生食、焼き物等、刺身や寿司ネタなどの食

べ方もある(JF いしかわホームページ)。大量に調達できるニギスを一度で使い切るた

めに、「メギス（ニギスの地方名）のだんご汁」が根づいた(農林水産省ホームページ)。 

兵庫県では干物や焼きぎす（焼きす）のほかフライ等の加工原料、また家庭では煮

魚やつみれ汁など、さまざまな料理の食材として利用されている。また、ニギス加工

品のなかでも「焼きぎす」を大量に加工しているのは、全国でも香住に限られる地域

特産品である。 

鳥取県では多くは一夜干しに加工されるが、鮮魚はフライ、つみれ、天ぷら等いろ

いろな料理に使われる(島根県ホームページ b)。以上のように地域ごとに加工技術、食

文化が継承されているため 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 
加工・流通技術

で地域に特徴的

な、または伝統

的なものはない 

. 地域に特徴的な、あるいは

伝統的な加工・流通技術は

既に消滅したが、復活保存

の努力がされている 

. 特徴的な、あるいは

伝統的な加工・流通

がおこなわれている

地域が複数ある 
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